
改正石綿障害予防規則について

令和７年５月22日

大曲労働基準監督署



主な説明内容

• 石綿則 改正後の規制について

• 石綿事前調査結果報告について

• 石綿事前調査結果報告システムについて
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改正項目と施行時期

工事開始前の石綿の有無の調査(方法の明確化) ４月１日施行

工事開始前の調査結果                                ４月１日施行

労働者ごとの作業の記録項目の追加              ４月１日施行

写真等による作業の実施状況の記録              ４月１日施行

成形板等の除去工事に対する規制  10月１日施行

石綿含有仕上塗材の除去工事に対する規制 ４月１日施行

建材を湿潤な状態にすることが困難な場合の措置    ４月１日施行

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制  ４月１日施行

工事開始前の労働基準監督署への報告 ４月１日施行

工事開始前の石綿の有無の調査(事前調査や分析調査者の要件) 10月１日施行

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年
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工作物解体等の作業における事前調査者の要件 １月１日施行令和8年



石綿の事前調査・報告
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● 建築物や工作物の解体・改修工事を行う際は、石綿含有の有無の事前調査を実施する必
要があります（石綿則第３条）。

● 一定以上の建築物・工作物の場合、労働基準監督署および自治体（※）に事前調査結果
の報告を行う義務が事業者（元方／元請事業者）に課せられます。報告対象となる工事は以
下のとおりです。
※石綿則と大防法で規制されているため

■ 以下のいずれかの工事を行おうとするときは、あらかじめ、事前調査の結果等を労働基準監
督署に電子報告しなければならないこととする。

＜報告が必要な工事＞

① 解体工事部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事

② 請負金額が税込100万円以上である建築物の改修工事

③ 請負金額が税込100万円以上である特定の工作物の解体又は改修工事

④ 総トン数が20トン以上の船舶（鋼製のものに限る）の解体又は改修工事（※令和４年１月
13日厚生労働省令第３号により追加）

赤枠内は「報告義務」
解体・改修工事の場合、「事前調査」は必須



◆電子システムで報告が必要な内容

・事業者の名称・住所・電話番号・労働保険番号、現場の住所、工事の名称・
概要・工事期間

・事前調査の終了年月日、事前調査を実施した者の氏名等
・工事対象の建築物・工作物の着工日、構造の概要
・床面積（建築物の解体工事）または請負金額（その他の工事）
・石綿作業主任者の氏名
・事前調査結果の概要（材料ごとの石綿使用の有無、判断根拠）
・作業の種類・切断等の作業の有無・作業時の措置
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石綿の事前調査結果報告の内容



●事前調査結果の報告が必要となる基準であって、事前調査そのものが必要となる基準ではないことに
留意。
(例：床面積・請負金額にかかわらず、建築物の解体・改修工事は原則事前調査が必要。
事前調査結果の報告対象とならない工作物も、原則事前調査は必要）

●石綿「なし」でも報告が必要。石綿全面禁止日（着工日等が平成18（2006）年９月１日）以降の
建築物・工作物・船舶であっても、報告が必要。

（ただし、令和２年基発0804第８号記の第３の（１）ア③「事前調査の対象とならない作業」に基づき事前調査
行わなかったものについては報告不要）

●同一工事を複数事業者が請け負っている場合は、元請事業者がまとめて報告する必要あり
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事前調査結果報告の留意事項

事前調査結果報告システムを用いて申請→登録完了すると、申請先の労働基準監督署および自
治体で申請内容が閲覧（審査）可能となる。
※両方の窓口に申請を行ったことになる
※大防法に関する問い合わせ先は各自治体（例：大仙市の場合 仙北地域振興局福祉環境部）
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石綿事前調査結果報告システム
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報告システムの画面イメージ



石綿事前調査結果報告システムの利用にあたって

「ＧビズＩＤ」の発行が必要です。
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石綿総合情報ポータルサイト (mhlw.go.jp)より抜粋
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報告システムの操作について

ポータルサイト「報告システム」
ページに、システムの画面イメージ
（申請者が操作を行う画面）の掲載
があります。

申請の流れ
ログイン →新規申請画面 →工事に関する基本情報入力（元請事業者情報、工事発注者情報、工
事現場情報等） →請負事業者に関する事項入力（下請がいる場合） →事前調査の結果及び予定
する石綿の除去などに係る措置の内容の入力（作業対象の材料、作業方法等） →申請（確認）

「石綿総合情報ポータルサイト」：https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/



報告システムの使い方は石綿総合情報ポータルサイト
（動画マニュアル等）で確認できます。
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ポータルサイトアクセス後
「報告システム」をクリック

ページ下部に動画マニュアル
掲載。その他、様式や、ＰＤ
Ｆ版の申請者用マニュアルも
掲載



報告にあたっての留意事項（入力時の注意点）

【事前調査結果】
工事の対象となる建材についてのみ、入力し
ます。
（「無」とは、工事対象となる建材はあるが、
石綿が「無い」ことを意味します。）

石綿が「無」の場合は、含有無しと判断した
根拠を選択します。

石綿が「有」「みなし」の場合は、作業の種
類（レベル１，２建材に限る）、切断等※の有
無、作業時の措置をそれぞれ選択します。
※切断等とは、切断、破砕、穿孔（穴開け）、研磨等をい
います

（「有」「みなし」「無」を入力することに
よって、入力不要となる項目がグレーアウト
します）

石綿「有」「みなし」の場合は
作業の種類、切断等の有無、作
業時の措置を選択
（作業時の措置は複数選択可）
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石綿「無」の場合は判断した根拠を
選択（複数選択可）



■事前調査や分析調査は、要件を満たす者が実施する必要

工事開始前の石綿の有無の調査(事前調査や分析調査者の要件) 令和５年10月１日施行

◆事前調査を実施することができる者

・特定建築物石綿含有建材調査者

・一般建築物石綿含有建材調査者

・一戸建て等石綿含有建材調査者

・令和５年９月までに日本アスベスト調査診断協会に登録された者
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事前調査を行うためには資格が必要です

一般建築物：一戸建て等を含むすべての建築物
一戸建て等：一戸建て住宅および共同住宅（長屋を含む。）の住戸の専有部分。共同住宅
の住戸の内部以外の部分（ベランダ、廊下等の共用部分）や店舗併用住宅は含まれない。

実際に事前調査を行うものは元方（元請）事業者から業務を請け負った事業者が実施して
も問題ありませんが、事前調査結果の報告、保存等は元方（元請）事業者が実施する必要
があります。



＜建築物（一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部※を除く。）の事前調査の調査者等＞

①建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程に基づく講習を修了した特定建築物石綿含有建材調
査者及び一般建築物石綿含有建材調査者又はこれらの者と同等以上の能力を有すると認められる者

＜一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部の事前調査の調査者等＞

①の者

②建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程に基づく講習を修了した一戸建て等石綿含有建材調
査者
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事前調査を行うためには資格が必要です

講習機関が実施する講習を受講し、資格を取得する必要があります。

（登録講習機関のＨＰ等から講習の日程を確認してください。）



■事前調査で石綿の使用の有無が明らかにならなかった場合には、分析による調査の実施が義務

◆石綿が使用されているものとみなす場合、ばく露防止措置を講ずれば分析は不要

◆みなし＝石綿ありとして工事を行うこと【各レベルに応じた措置が必要】

ポイント
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分析調査を行うためには資格が必要です

◆分析調査を実施することができる者

・厚生労働大臣が定める分析調査者講習を受講し、修了考査に合格した者

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業」により認定されるAランク又はBランクの認定分析技術者

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修（建材定性分析エキスパートコース）修了者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技能試験（技術者対象）合格者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト分析法委員会認定JEMCAインストラクター」



■調査結果の記録は、３年間保存する必要

■調査結果の写しを工事現場に備え付け、概要を見やすい箇所に掲示することも義務

◆調査結果の記録項目（石綿則に規定される事項）

・事業者の名称・住所・電話番号、現場の住所、工事の名称・概要

・事前調査の終了年月日

・工事対象の建築物・工作物・船舶の着工日、構造

・事前調査の実施部分、調査方法、調査結果（石綿の使用の有無とその判断根拠）

大防法及び石綿則で別の記録を作成する必要はありませんが、これらの事項を網羅して作成
する必要があります。

ポイント
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事前調査結果の記録の保存
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事前調査結果の記録の保存

青森労働局ＨＰ
「石綿作業に関連する参考様式、掲示物」



都道府県労働局・労働基準監督署

建築物等の解体・改修工事を行う際に必要な措置、各種マ
ニュアル、石綿障害予防規則の概要、事前調査者の資格を
取得するための講習会情報、関係行政機関のリンク先情報
等、事業者・作業者・発注者や住民の皆さまに向けた様々
な情報を掲載しております。

「石綿総合情報ポータルサイト｣もご覧ください！

石綿総合情報ポータルサイト 検 索

解体・改修・各種設備工事を行う施工業者 (元請事業者 )の皆さまへ

石綿 (アスベスト )の事前調査は
施工業者 (元請事業者 )が
必ず行う必要があります !

石綿（アスベスト）が含まれているかどうかの調査
（事前調査）は、「建築物」の工事（新築以外）を行
う前に、有資格者に行わせる必要があります。

有資格者による事前調査

一定規模以上の工事は、労働基準監督署と都道府県等
に対して事前調査結果等を報告する必要があります。

事前調査結果の報告
事前調査の記録等を作成し、記録
の写しを除去等の作業中に現場に
備えつけるとともに、作業終了後
も 3年間保存する必要があります。

事前調査結果の保存

※「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及
　び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」
　93~95P

※「建築物等の解体等に係る石綿ばく
　露防止及び石綿飛散漏えい防止対
　策徹底マニュアル」101 ～ 103P

※「建築物等の解体等に係る石綿ば
　く露防止及び石綿飛散漏えい防
　止対策徹底マニュアル」
　95 ～ 98P

4.3.7 都道府県等、労働基準
監督署への報告　参照 →

4.3.5 事前調査の記録等の作
成、備え付け及び保存　
参照 →

4.3.4 事前調査を実施する者　参照 →

「工作物｣の工事の事前調査は
令和8年1月1日以降着工
の工事から有資格者に行わせる
必要があります。

石綿総合情報ポータルサイト
工作物石綿事前調査者 参照 →

調査結果のほか、作業主任者の氏名や
石綿ばく露防止措置等も報告が必要な
場合があります。

パソコン・
スマホから
24時間報告
可能



工事・作業別の規制内容の早見表

■工事開始前まで

規制内容

工事の種類 全ての解体・改修工事

建築物 工作物 鋼製の
船舶

事前調査・分析調査の実施　、記録の３年保存【３条】 ● ● ●
事前調査に関する資格者要件【３条】 ● ▲ ●

分析調査に関する資格者要件【３条】 ● ● ●

事前調査結果等の報告（工事開始前まで）【４条の２】 ● ● ●

作業計画の作成（石綿含有建材がある場合）【４条】 ● ● ●

計画の届出（工事開始の 14 日前まで）【安衛法 88 条（安衛則 90 条）、５条】 ● ● ●

※１ 事前調査で石綿の使用の有無が明らかとならなかったときは、有資格者による分析調査を
　　 行う必要があるが、「石綿使用有り」と見なして分析調査を行わない場合は、法令に基づく
　　 措置を講じる必要があります。
※２ 令和８年１月１日から施行されるが、施行前も有資格者による事前調査の実施が望ましい。　
※３ 床面積の合計が 80 ㎡以上の解体工事又は請負金額 100 万円以上の改修工事に限る。
※４ 特定の工作物の解体工事又は改修工事であって、かつ請負金額 100 万円以上の工事に限る。
※５ 総トン数が 20 トン以上の鋼製の船舶に係る解体工事又は改修工事に限る。
※６ 吹付け石綿等（レベル１建材）又は石綿含有保温材等（レベル２建材）がある場合に限る。
　　 建設業・土石採取業以外の事業者にあっては、作業の届出（工事開始前まで）が適用。

主な規制内容

工事の種類 吹付け石綿、
保温材等の
除去等
(レベル１•２)

けい酸カル
シウム板第
１種の破砕
等

仕上塗材の
電動工具に
よる除去

スレート板
等の成形品
の除去
(レベル３)

事前調査結果の作業場への備え付け、掲示【３条】 ● ● ● ●

石綿作業主任者の選任・職務実施【19 条、20 条】 ● ● ● ●

作業者に対する特別教育の実施【27 条】

●

● ● ●

作業場所の隔離【６条、6 条の２、６条の３】 ●

●

●

隔離空間の負圧維持・点検・解除前の除去完了確認【６条】 ●

作業時は「建材を湿潤な状態に保つこと」「除じん性能を有する電動工具
を使用すること」「その他の石綿等の粉じんの発散を防止する措置」の
いずれかの措置【6 条の２、6 条の３、13 条】

● ● ● ●

マスク、保護衣等の使用【14 条】 ● ● ● ●

関係者以外の立入禁止・表示【15 条】 ● ● ● ●

石綿作業場であることの掲示【34 条】 ● ● ● ●

作業者ごとの作業の記録・40 年保存【35 条】 ● ● ● ●

作業実施状況の写真等による記録・３年保存【35 条の２】 ● ● ● ●

作業者に対する石綿健康診断の実施【40 条】 ● ● ● ●

■工事開始後（石綿含有建材を扱う作業に限る）

※2

※1

※1

※3 ※4 ※5

※6 ※6 ※6

（R6.8）
（※）表の条番号に法令名がない場合は、石綿障害予防規則、「安衛法」は労働安全衛生法、「安衛則」は労働安全衛生規則を指します。





https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/course/
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